
１．はじめに〜ARTEMISレビューに至っ
　た背景〜

　国立研究開発法人 日本原子力研究開発機構
（以下，原子力機構）は，前身の日本原子力研
究所および核燃料サイクル開発機構（旧 動力炉・
核燃料開発事業団）の期間を含めて 65 年以上
にわたり日本の原子力に係る研究開発を担って
きており，燃料加工施設，試験研究炉，再処理
施設，廃棄物管理施設，燃料試験施設など，様々
な研究施設を保有している。しかし，これらの
施設の多くは老朽化が進み，近年，高経年化へ
の対応が大きな課題の１つとなっている。
　原子力機構は，保有する原子力施設の安全
強化と放射性廃棄物の処理や原子力施設の廃
止措置などのバックエンド対策を着実に実施
することによって研究開発機能を維持・発展
させるため，① 施設の集約化・重点化，② 
施設の安全確保，③ バックエンド対策を三位
一体で進めることとし，2017 年４月に 2028
年度までのこれらの計画を具体化した「施設
中長期計画」※（1）を策定した。このうちバッ
クエンド対策については，東海再処理施設

（TRP）の廃止措置に約 70 年を要するなど，
放射性廃棄物（以下，廃棄物）の処理・処分
を含めた長期にわたる見通しと方針が必要で
あること，および「核原料物質，核燃料物質
および原子炉の規制に関する法律」の改正に
伴い原子力施設の廃止措置実施方針を作成・
公表することとなったことから，原子力機構

全体のバックエンド対策の長期にわたる見通
しと方針を「バックエンドロードマップ」（2）

として取りまとめ，2018 年 12 月に公開した。
　「バックエンドロードマップ」では，バック
エンド対策の推進に向けた廃止措置，廃棄物処
理・処分，核燃料物質の管理についての方針を
記載するとともに，「バックエンドロードマッ
プ」で対象とした 70 年間のバックエンド対策
に要する費用の見積もり結果，バックエンド対
策の効率化・最適化に向けた取り組みの方針な
どを記載した。また，今回の費用見積もりの対
象とした原子力施設は，試験研究炉のほか，核
燃料使用施設，再処理施設，加工施設および廃
棄物管理施設と多様であり，それぞれの施設解
体実績が十分でないことなど，不確定要素があ
ることから，「バックエンドロードマップ」では，
見積もり額について，海外機関を含む外部組織
のレビューなども踏まえつつ，継続した見直し
を行うことを明記している。
　そこで，バックエンド対策費用の見積もり
額のみならず，原子力機構のバックエンド対
策全般について，外部組織のレビューを受け
ることを決定し，外部組織のレビュープログ
ラムとして，国際原子力機関（IAEA）で実施
している専門家レビュー「ARTEMIS」（IAEA 
Integrated Review Service for Radioactive 
Waste and Spent Nuclear Fuel Management, 
D e c omm i s s i o n i n g a n d R emed i a t i o n 
Programmes ）（以下，ARTEMIS レビュー）
を選択した。
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※ 2035 年度までの計画に改訂し，2022 年 4 月 1 日に公開した。



２．ARTEMIS レビューについて

（１）レビューの目的と範囲

　ARTEMIS レビューは 2014 年に開始され
た，放射性廃棄物および使用済み燃料の管理，
廃止措置および環境修復プログラムに関する
国際的な専門家による総合的なレビューサー
ビスである。IAEA 加盟国からの要請に基づ
き，レビューの対象範囲や内容を調整した上
で，国際的な専門家を招集してレビューチー
ムを作り，ピアレビューを実施する。
　本レビューの目的は，レビュー結果をバッ
クエンドに係る加盟国やその原子力組織のパ
フォーマンスの向上，安全性の向上，費用の
削減，透明性および利害関係者との信頼の向
上などにつなげることである。
　レビューの範囲は，要請する組織や対象施設
のニーズによって異なるが，廃止措置や廃棄物
などに関する国の枠組み，規制システムおよび
国家プログラムなどについて実施してきてい
る。本レビューには，技術，安全，またはその
両方に重点を置いた，レビュー対象のプログラ
ムおよびプロジェクト活動の実施に関する詳

細な評価と技術的助言が含まれている。レ
ビューチームは，ARTEMIS レビューのガイ
ドラインに従って，IAEA の安全基準と技術
刊行物，およびこの分野での実証済みの国際
的な慣行と経験に基づいて結論を出す。

（２）これまでの実績

　これまでの ARTEMIS レビューは，主に欧
州原子力共同体（EURATOM）の 2011 年７月
19 日 付 指 令 Council Directive （2011/70/
EURATOM）に基づき，EURATOM 加盟国か
らの要請で実施されているが，特定の施設など
を対象としたレビューはまだ多くない。2022
年３月末時点で，11 カ国が EURATOM 指令
に関してレビューを受けており，特定の施設の
廃止措置などに関するレビューは今回の原子
力機構を含め，３カ国４回にとどまっている。

（３）レビューを受けるための流れ

　ARTEMIS レビューを受けるための流れを
図１に簡単にまとめた（詳しくは https://
www.iaea.org.services/review-missions 参照）。
　まず，レビューを受ける希望がある旨を
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図１　レビューの流れ



IAEA に申請する。IAEA は申請を了承した
後，正 / 副のコーディネーターを指定する。
申請側のコーディネーターは，彼らとレビュー
の範囲について事前協議を実施する。事前協
議の結果に基づき，IAEA がレビューチーム
のリーダーを指定する。次いで，レビューチー
ムリーダー，コーディネーター，申請側の関
係者が集まって，準備会合を実施し，レビュー
の仕様書（ToR：Terms of Reference）を確
定させる。次に，ToR に基づいて IAEA 側が
レビューチームメンバーを選定し，申請側は
レビュー範囲に関する情報をまとめた配布資
料（ARM：Advance Reference Material）を
作成し，IAEA に送付する。レビューチーム
メンバーは ARM の各担当分を確認し，質問
状を作成して申請側に送付する。申請側は質
問状への回答を作成する。レビューは申請側
の施設においてレビュー対象の研究施設の見
学も含めて実施され，質問状への回答の説明
を中心に質疑，レビューを行う。引き続きレ
ビューチームが作成したレビュー結果（申請
側への提言，助言，良好事例をまとめたもの，
エグゼクティブ・サマリー，報告書）案につ
いて検討し，事実確認をもって終了とする。
最終報告書は，後日 IAEA から申請側に送付
される。
　基本的な日程では，レビューの約６カ月前
に準備会合を実施し，レビューの２カ月前に
までに ARM を送付，レビューの約２週間前
に質問状が届き，レビューまでにその回答を
準備する流れとなっている。レビューの実施
期間はレビュー範囲によるが，10 日から２週
間程度である。最終報告書はレビュー終了後
２カ月以内に提出される。場合によっては，
IAEA からフォローアップミッションが提案
されることがある。

３．原子力機構に対するレビュー

（１）レビューの経過

　表１に，原子力機構に対する今回のレビュー

に関する申請から報告書の受理までの実際の
経過を示す。申請は文部科学省が行った。今
回のレビューミッションは，新型コロナウィ
ルス感染症（COVID-19）の影響により，準備
や会合が図１に示した流れ通りには進まな
かったとともに，通常は施設見学を含めた申
請側の施設で行うレビュー会合も，２回の延
期を経て最終的に Web 会議で実施した。施設
見学は実施できなかった。
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2019 年４月

６月

９月

2020 年１月

６月

2021 年４月

６月

年　月 項　目

文部科学省より IAEAに要請文書を発出
IAEAからの受入れ返信文書を受領，
コーディネーター＆チームリーダーの決定
準備会合の開催，ToRの決定
ARMを IAEAに送付
質問状の受理
レビュー会合
報告書受理

表１　原子力機構のARTEMIS レビューの
　　　　実際の流れ

（２）レビュー範囲（ToRの概要）

　準備会合を 2019 年９月に開催し，ToR を
検討，決定した。準備会合では，レビュー
会合のスケジュール，チームメンバーを選
定するためのレビュー項目，レビューを実
施するため事前に準備，配布する ARM の
項目を決定した。ARM の提出が 2020 年１
月末，質問状の送付が 2020 年３月，レビュー
会合が 2020 年 5 月 18 日〜 28 日の 11 日間
に設定された。レビュー期間には，レビュー
チームによる報告書の作成や施設見学を予
定した。
　ToR では，表２に示すように，本レビュー
の主要テーマを３つ定め，評価項目を 7 つ設
定した。各評価項目にはそれらを主に担当す
る専門家が設定された。それぞれの項目を担
当するために選任された専門家およびチーム
リーダーを表３に示す。また，ARM の項目と
して，「バックエンドロードマップ」の背景情
報を含め，「国の枠組み」から「バックエンド
対策の合理化，最適化」までの 5 つを設定した。



（3）レビュー結果

　レビュー会合に先立って原子力機構が作成
した ARM は約 850 ページに及び，2020 年１
月末に IAEA に提出した。COVID-19 の影響で
レビュー会合が当初予定していた５月から 10
月に延期となったため，ARM に対する IAEA
からの質問状は 2020 年６月末に送付された。
質問状は背景情報を含め 20 ページを超え，レ
ビュー会合で回答を準備して討議する質問が
37 問，更にレビュー会合で取り上げる可能性
がある質問が 100 以上含まれていた。
　レビュー会合は２回延期（１回目：2020 年
５月から 2020 年 10 月へ）後，2021 年４月 12
日〜 22 日に開催された。前半はレビューチー
ムからの質問に対する回答とその内容につい
ての討議に費やされ，後半はレビューチーム

が 作 成 し た 提 言， 助 言， 良 好 事 例（good 
practice），エグゼクティブ・サマリー，報告
書の案の内容についての事実確認などに費や
された。その後，レビューチームによって附
属書を含め 74 ページの報告書が作成され，
2021 年 6 月に IAEA から公開された。
　報告書は，表２に示した評価項目ごとのレ
ビュー概要，所見，各評価項目についての提言
と助言，およびレビューで見出した良好事例な
どで構成されている。レビューの総括として，

「原子力機構は，将来にわたるバックエンド対
策の方向性を確立しているとともに，直面して
いる課題もはっきり示したロードマップも評
価でき，今後も引き続き安全で責任ある高水準
のバックエンド対策管理を実施できる状態に
あると判断した。」とまとめられている。
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表 2　原子力機構のARTEMIS レビューの主要テーマ，評価項目，ARM項目

第 45 巻 第２号（2022）

主要テーマ

● 施設の解体，関連する放射性廃棄物
の処理と処分，および核燃料物質の
取り扱いに対する時間枠と一般的な
アプローチを含む，全体的な廃止措
置プログラムの適切性。
● 施設の解体，および関連する放射性
廃棄物の処理と処分のための廃止措
置費用の見積もりの方法論，および
その正確性
● 原子力機構とその請負業者との関係
の管理や，利用可能な人的，技術的，
財政的資源の最適な活用を含む，現
在の優れた国際慣行に沿った廃止措
置プログラムの効果的な実施。

評価項目

① 廃止措置プログラム全体の最適化
② 放射性廃棄物管理
③ 核燃料物質管理
④ 廃止措置費用評価
⑤ 放射性廃棄物管理費用評価
⑥ プロジェクトマネジメントと契約管理
⑦ 廃止措置に関する技術

ARM項目

● 国の枠組み
● 原子力機構の概要
● バックエンドロードマップ
● 施設解体，放射性廃棄物処理・処分
のための費用の見積もり方法
● バックエンド対策の合理化，最適化

表３　レビューチームのチームリーダーおよびメンバー

Team Leader

Optimization of the Overall

Decommissioning Programme

Waste Management

Nuclear Fuel Material Management

Docommissioning Cost Assessment

Waste Management Cost Estimation

Project and Contract Management

Technology for Decommissioning

Role/Expertise Domain Name of Expert

Francesco Troiani

Roger Cowton

Peter Ormai

Robert Walthery

Simon Carroll

Alastair Laird

Christine Marie Gelles

Jean-Michel Chabeuf

Member State

Italy

United Kingdom

Hungary

Belgium

Sweden

United Kingdom

United States

France



　報告書にはレビューチームが確認，評価した
原子力機構のバックエンド対策の現状への認
識が「所見」として提示されている。また，７
つの評価項目に対し，原子力機構の今後のバッ
クエンド対策におけるリスク削減と時間とコ
ストの最適化の観点から，21 の提言，17 の助言，
１つの良好事例が提示された。以下に代表的な
ものをまとめた。詳細は IAEA から公開され
ている報告書を参照されたい（3）。
　レビューチームの代表的な所見と提言は以
下の通りである。
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● 原子力機構が現在，3 つの大規模な原子力施設（東

海再処理工場，高速増殖原型炉「もんじゅ」，新型転

換炉原型炉「ふげん」）の廃止措置に集中しており，

それらの廃止措置とそれに伴う核燃料物質と廃棄物

の管理を行っている。これらのプロジェクトは，関

連する廃棄物の管理技術上の課題を提供するだけで

なく，廃止措置の第 1 段階におけるコストおよびそ

の他のリソースニーズを支配的にシェアしている。
● 原子力機構が実施している全体的な廃止措置戦略

は，より大きなリスク軽減が達成される可能性があ

り，メンテナンス関連の大幅なコスト削減効果が期

待される施設を優先していることを認識した。原子

力機構が，将来の廃止措置および廃棄物処理プログ

ラムに利益をもたらす可能性のある技術開発に長い

歴史を持っていることを確認した。さらに，最近の

組織変更により，技術開発イニシアチブの統合，優

先順位付け，および各種調整を満足のいく方法で可

能にする集中管理構造の導入が容易になったことを

確認した。
● 原子力機構は，敦賀地域における廃止措置デモン

ストレーションの一環として，廃止措置活動の経験

のない地元産業を敦賀のモックアップ施設（スマデ

コ）において訓練するために招待している。この活

動は，良好事例として認識した。

＜代表的な所見＞

① 廃止措置プログラム全体の最適化

　各ミッションへの対応を強化するために，研究開発

と廃止措置に対する組織と資源（人員と予算）の責任

をより明確に分離し，さまざまなオプションを検討す

る必要がある。

　プログラムレベルのリスクと機械分析，および短期

的な資源配分とプログラム管理を可能にする統合され

た資源配分プログラム計画を設定する必要がある。

② 放射性廃棄物管理

　処分施設の整備が遅れる可能性を考慮し，すべての

廃棄物区分に対し計画されている処分施設の利用可能

性と廃棄物貯蔵能力を整合させることを目的とした明

確な戦略を示す必要がある。

③ 核燃料物質管理

　使用済燃料やその他の核燃料物質の管理を考慮し

て，安全が長期にわたって維持されることを保証し，

安全性をさらに高めるための可能な活動を特定するた

めに，恒久的に停止している施設の定期的な安全レ

ビューを実施する必要がある。

④ 廃止措置費用評価

　廃止措置の費用に関する不確実性とリスクに対処

し，施設の解体にかかる総費用を包括的に理解するた

めに，廃止措置費用の評価方法をさらに発展させる必

要がある。

⑤ 放射性廃棄物管理費用評価

　現在対象外としているすべての分野の費用を含めて

いく必要がある。また，現場の廃棄物の処理，中間貯蔵，

最終処分の選択肢に関連する不確かさをリストアップ

して評価し，それらに対処する必要がある。

⑥ プロジェクトマネジメントと契約管理

　廃止措置と廃棄物管理に関する教育と訓練プログラ

ムを開発し，プログラムの実施に必要なスキル，能力，

要員数に対応するための枠組みを確立する必要があ

る。

　サプライチェーンを拡大する戦略を策定し，短期的

な廃止措置作業計画活動と整合するサプライヤーとの

提携アプローチを実施するとともに，リスクと説明責

任のバランスのとれた分担を確保するための選択肢と

契約方法を検討し，詳細な契約計画を産業界と共有す

る必要がある。

⑦ 廃止措置に関する技術

　潜在的に問題のある廃棄物の性質と量を完全に理解

するために，サンプリングを含むプラントのすべての

主要なプロセス機器やセルにおいて，幅広な特性評価

を行う必要がある。

＜代表的な提言＞

① 廃止措置プログラム全体の最適化

　各ミッションへの対応を強化するために，研究開発

と廃止措置に対する組織と資源（人員と予算）の責任

をより明確に分離し，さまざまなオプションを検討す

る必要がある。

　プログラムレベルのリスクと機械分析，および短期

的な資源配分とプログラム管理を可能にする統合され

た資源配分プログラム計画を設定する必要がある。

② 放射性廃棄物管理

　処分施設の整備が遅れる可能性を考慮し，すべての

廃棄物区分に対し計画されている処分施設の利用可能

性と廃棄物貯蔵能力を整合させることを目的とした明

確な戦略を示す必要がある。

③ 核燃料物質管理

　使用済燃料やその他の核燃料物質の管理を考慮し

て，安全が長期にわたって維持されることを保証し，

安全性をさらに高めるための可能な活動を特定するた

めに，恒久的に停止している施設の定期的な安全レ

ビューを実施する必要がある。

④ 廃止措置費用評価

　廃止措置の費用に関する不確実性とリスクに対処

し，施設の解体にかかる総費用を包括的に理解するた

めに，廃止措置費用の評価方法をさらに発展させる必

要がある。

⑤ 放射性廃棄物管理費用評価

　現在対象外としているすべての分野の費用を含めて

いく必要がある。また，現場の廃棄物の処理，中間貯蔵，

最終処分の選択肢に関連する不確かさをリストアップ

して評価し，それらに対処する必要がある。

⑥ プロジェクトマネジメントと契約管理

　廃止措置と廃棄物管理に関する教育と訓練プログラ

ムを開発し，プログラムの実施に必要なスキル，能力，

要員数に対応するための枠組みを確立する必要があ

る。

　サプライチェーンを拡大する戦略を策定し，短期的

な廃止措置作業計画活動と整合するサプライヤーとの

提携アプローチを実施するとともに，リスクと説明責

任のバランスのとれた分担を確保するための選択肢と

契約方法を検討し，詳細な契約計画を産業界と共有す

る必要がある。

⑦ 廃止措置に関する技術

　潜在的に問題のある廃棄物の性質と量を完全に理解

するために，サンプリングを含むプラントのすべての

主要なプロセス機器やセルにおいて，幅広な特性評価

を行う必要がある。

＜代表的な提言＞



５．まとめ

　原子力機構が作成した「バックエンドロー
ドマップ」は，今後のバックエンド対策の方
針として大筋において妥当なものであるとの
評価を受けた。他方，更なる対策の向上やコ
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４．原子力機構の対策案

　レビューチームから提出された提言，助言
のうち，前章に示した代表的なものに対する
原子力機構の対応方針案を以下にまとめた。
　すべての提言，助言への対応方針案は，
2021 年に開催された文部科学省　科学技術・
学術審議会　研究計画・評価分科会　原子力
科学技術委員会　原子力バックエンド作業部
会（第３回）の資料を参照されたい（4）。

第 45 巻 第２号（2022）

① 廃止措置プログラム全体の最適化

　原子力機構の第3期中長期目標期間（2015年～2021

年）において，敦賀廃止措置実証部門やバックエンド
統括本部の設置およびバックエンドに特化した予算枠
の確保など，研究開発と廃止措置の組織や予算の責任
の明確化を進めてきているが，研究開発と廃止措置を
並行して進めている拠点などにおける責任の明確化や
バックエンドへの資源の充当が不十分である。さらな
る役割分担及び責任の明確化，予算及び人材の拡充を
第４期中長期目標期間（2022 年～ 2028 年）中に取り
組むこととする。
　代替シナリオを加味した廃止措置計画及び資源配分
計画，技術開発計画などを統合したプログラムスケ
ジュールの作成が必要であることが指摘されている。
現在の施設中長期計画（1）をもとに，様々な要素を
考慮した統合された詳細なプログラムを策定し，第 4
期中長期目標期間中に実行していく。

② 放射性廃棄物管理

　埋設事業計画の遅延が，廃止措置の実施に影響する

ことがないよう，これまでにも行っている設備等の解
体撤去を完了したスペースを廃棄物保管として活用を
図るなどの手段によって廃棄物保管容量を確保し，着
実な廃止措置を進める。

③ 核燃料物質管理

　廃止措置対象施設においても廃止措置の終了までの

期間の安全を維持するため，定期検査などを通じて安
全確保に係る性能を維持する施設等を維持管理してい
く。さらに，廃止措置の進展に伴い変化する状況を踏
まえて，定期事業者検査をはじめ定期的なレビューを
行い，さらなる安全確保に努める。

④ 廃止措置費用評価

　これまでの費用評価において不足している項目を取

り入れた積み上げ方式による高精度評価法の開発に速

やかに取り組む。また，海外の例などを参考に評価法
を更新していくことや廃止措置の段階に応じた適切な
評価法を採用することなどによって，不確実性やリス
クの影響を最小化していく。

⑤ 放射性廃棄物管理費用評価

　廃棄物管理に関するコストは，これまでは処理施設

計画及び埋設事業計画に係わる項目から単価を設定し
て見積もっているが，今後，これら計画の積算や時期
等の不確実性に加え，現時点で見積もられていない中
間貯蔵等の費用についてもリスト化し，評価していく。
また，これらの評価において，①の対応で示した統合
的な廃止措置計画と整合を取って進める。

⑥ プロジェクトマネジメントと契約管理

　第 3 期中長期目標期間において，廃止措置対象施設

が急増したことにより，廃止措置のスキルを有する人
員が不足しており，人材育成方法の検討を 2019 年よ
り開始している。今後は外部の訓練プログラムを活用
しつつ，廃止措置のスキルのみならずプロジェクトマ
ネジメントの能力開発を含めた教育プログラムの検討
などに着手していく。また，知識継承などのためのデー
タベースの構築，拡充，並びに知見，経験に基づく改
善を行い，廃止措置に係る知識の体系化を進めていく。
　これまでに，廃止措置の教育 / 訓練プログラムを活
用し，原子力施設で作業経験のない地元企業の参入支
援の仕組みをスマデコで実施している。また，自治体
と連携した地元企業向けの説明も実施してきている。
サプライチェーンを拡充する戦略を策定するため，自
治体と連携して地元企業の関心の有無を調査するとと
もに，地域に応じた参入のための支援策の検討を進め
る。

⑦ 廃止措置に関する技術

　処理が困難な廃棄物の性状や量などの全体像を把握

するため，汚染された設備の工程洗浄や系統除染など
を行う機器解体の準備期間において，設備内に滞留す
る処理が困難な廃棄物の調査を実施し，そのような廃
棄物が存在した場合，適切な回収や処理のための計画
を策定し，実施していくこととする。

① 廃止措置プログラム全体の最適化

　原子力機構の第3期中長期目標期間（2015年～2021
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　代替シナリオを加味した廃止措置計画及び資源配分
計画，技術開発計画などを統合したプログラムスケ
ジュールの作成が必要であることが指摘されている。
現在の施設中長期計画（1）をもとに，様々な要素を
考慮した統合された詳細なプログラムを策定し，第 4
期中長期目標期間中に実行していく。

② 放射性廃棄物管理

　埋設事業計画の遅延が，廃止措置の実施に影響する

ことがないよう，これまでにも行っている設備等の解
体撤去を完了したスペースを廃棄物保管として活用を
図るなどの手段によって廃棄物保管容量を確保し，着
実な廃止措置を進める。

③ 核燃料物質管理

　廃止措置対象施設においても廃止措置の終了までの

期間の安全を維持するため，定期検査などを通じて安
全確保に係る性能を維持する施設等を維持管理してい
く。さらに，廃止措置の進展に伴い変化する状況を踏
まえて，定期事業者検査をはじめ定期的なレビューを
行い，さらなる安全確保に努める。

④ 廃止措置費用評価

　これまでの費用評価において不足している項目を取

り入れた積み上げ方式による高精度評価法の開発に速
やかに取り組む。また，海外の例などを参考に評価法

を更新していくことや廃止措置の段階に応じた適切な
評価法を採用することなどによって，不確実性やリス
クの影響を最小化していく。

⑤ 放射性廃棄物管理費用評価

　廃棄物管理に関するコストは，これまでは処理施設

計画及び埋設事業計画に係わる項目から単価を設定し
て見積もっているが，今後，これら計画の積算や時期
等の不確実性に加え，現時点で見積もられていない中
間貯蔵等の費用についてもリスト化し，評価していく。
また，これらの評価において，①の対応で示した統合
的な廃止措置計画と整合を取って進める。

⑥ プロジェクトマネジメントと契約管理

　第 3 期中長期目標期間において，廃止措置対象施設

が急増したことにより，廃止措置のスキルを有する人
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援の仕組みをスマデコで実施している。また，自治体
と連携した地元企業向けの説明も実施してきている。
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を策定し，実施していくこととする。



スト削減などにおいて，改善すべき示唆に富
んだ提言，助言を受けた。これらを今後のバッ
クエンド対策の改善に取り入れ，安全はもと
より，より合理的，効率的な廃止措置および
廃棄物管理事業を原子力機構において進めて
いく。

参考文献

（１）日本原子力研究開発機構，「施設中長期計画」，2022 年

　４月 1 日（https://www.jaea.go.jp/about_JAEA/facilities_plan/）

（２）日本原子力研究開発機構，「バックエンドロード

　マップ」，2018 年 12 月（https://www.jaea.go.jp/about_JAEA/

　backend_roadmap/s02.pdf）

（３）IAEA, “ARTEMIS REVIEW OF JAEA BACK-END 

　ROADMAP: FINAL REPORT,” 2021（https://www.iaea.

　org/sites/default/files/documents/review-missions/arte

　mis_jaea_backend_roadmap_final_report_11june2021.pdf）

（４）文部科学省 科学技術・学術審議会 研究計画・評価分科会 

　原子力科学技術委員会 原子力バックエンド作業部会（第３

　回），資料３，「原子力機構のバックエンド対策に関する国際

　的なレビューの結果等について」，2021 年７月５日

− 7 −第 45 巻 第２号（2022） 季報エネルギー総合工学


	［寄稿］日本原子力研究開発機構のバックエンド対策に関するIAEA ARTEMIS レビューの結果について
目黒 義弘(国立研究開発法人 日本原子力研究開発機構 バックエンド総括本部　バックエンド推進部長)
	１．はじめに〜ARTEMIS レビューに至った背景〜
	２．ARTEMIS レビューについて
	（１）レビューの目的と範囲
	（２）これまでの実績
	（３）レビューを受けるための流れ

	３．原子力機構に対するレビュー
	（１）レビューの経過
	（２）レビュー範囲（ToR の概要）
	（3）レビュー結果

	４．原子力機構の対策案
	５．まとめ
	参考文献



